
平成23年5月23日 
交通政策審議会 
第43回港湾分科会第43回港湾分科会 

資料 1‐4 

東日本大震災による産業・物流機能への影響 

平成２３年５月２３日 

国土交通省港湾局



＜東北・北関東地方の火力発電所の被災状況＞ 

東日本大震災による電力供給への影響 
 

【事象】 

    石炭        120万kW 東北電力  能代  

    重油・原油   250万kW 東北電力  八戸  

①地震・津波により火力発電所が被災
②燃料となる石炭、LNG等を輸送する船舶が利用する港湾施設
（航路、岸壁等）が被災 

③石炭等の荷役機械、搬入ベルトコンベア等が被災 

◎ 
◎

◎ 

重油・原油 130万kW東北電力秋田

 
【影響】 
①原子力発電所の被災も重なり、東北・関東地方の電力供給能
力が激減（東北電力・東京電力管内で2710万kWの発電設備
が停止（定期点検中を含む。）（H23 3 21 （財）日本エネル

仙台  

     石炭      70万kW 酒田共同火力  酒田  

◎

◎  重油・原油  130万kW東北電力秋田が停止（定期点検中を含む。）（H23.3.21 （財）日本エネル
ギー経済研究所推計）） 

②電力が供給されず、東北・関東地方の工場の生産能力が著し
く低下 

  LNG   44.6万kW東北電力

× 

仙台  

新仙台       

石炭 200万kW相馬共同火力新地相馬港

【視点】 
①臨海部に立地する発電所の地震・津波からの防護は十分で
あったのか？ 

②石炭、LNG等のエネルギーを輸送する船舶が利用する港湾施
設（航路 岸壁 荷役機械等）の防災機能や施設の配置等は

G 6万

重油・原油・LNG   95万kW 

東北電力

東北電力 

× 
× × 

石炭、重油・原油 380万kW（内石炭 60万kW） 東京電力     広野 

石炭    200万kW相馬共同火力 新地相馬港

石炭      200万kW 東北電力     原町  

福島第一原発 
30km圏内 

【 例】

設（航路、岸壁、荷役機械等）の防災機能や施設の配置等は
適切であったのか？ 

③電力供給確保のための支援はどのように行われているの
か？ 

× 

石炭     100万kW 東京電力     × 常陸那珂  

鹿島 重油 原油

石炭・重油  162.5万kW 常磐共同火力     勿来 
小名浜港 

茨城港 
（常陸那珂港区） 

     原料               出力（万kW） 電力会社  発電所名  

【凡例】 

石炭発電所     その他火力発電所 

鹿島  重油 ・原油      440万kW 

鹿島港 

出典：各電力会社資料をもとに国土交通省港湾局作成 

【発電所の被災状況】  

  ◎ 大きな被害はなし 
  × 被災により発電停止 鹿島    重油 ・原油         140万kW          鹿島共同火力  

東京電力  ×
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東日本大震災による石油化学製品の供給への影響 
 

【事象】 ＜関東地方の石油化学コンビナートの状況＞【事象】 
①地震・津波により石油化学コンビナートが被災 
②原料となる原油等を輸送する船舶が利用する港湾施設（航路、
岸壁等）が被災 

 

＜関東地方の石油化学コンビナートの状況＞

【鹿島】 
三菱化学 82万8千トン/年 

【影響】 
 地震・津波により、関東地方を中心として石油化学コンビナート
が生産停止 
  ・エチレン生産能力は国内の１割超（三菱化学鹿島事業所） 
過酸化水素水の生産能力は国内最大規模（三菱ガス化学

【五井】 
  ・過酸化水素水の生産能力は国内最大規模（三菱ガス化学
鹿島事業所） 

 
 エチレン等の化学製品の供給能力が減少し、化学メーカー、自
動車産業 デジタル家電産業等 幅広い分野の製造業に深刻

【市原】 
三井化学 55万3千トン/年

丸善石油     48万トン/年 
京葉エチレン 69万トン/年 

動車産業、デジタル家電産業等、幅広い分野の製造業に深刻
な影響が及んだ。 
  ・包装材（プラスチック袋）の供給不足 
  ・紙パルプの漂白、工業用薬品、半導体の洗浄等に使う過酸
化水素水の供給不足 

三井化学 55万3千トン/年 

【千葉】 
出光興産 37万4千トン/年 

  ・自動車の窓枠やタイヤ用のゴム原料の供給不足
 
【視点】 
①臨海部に立地する石油化学コンビナートの地震・津波からの
防護は十分であ たのか？

【川崎】 
東燃化学 49万トン/年 
JX日鉱日石エネルギー 

年

【姉崎・袖ヶ浦】 
住友化学 38万/年 

防護は十分であったのか？ 
②原油等のエネルギーを輸送する船舶が利用する港湾施設（航
路、岸壁等）の防災機能や施設の配置等は適切であったの
か？ 

③石油化学製品供給確保のための支援はどのように行われて

     40万4千トン/年

数字：エチレンプラント生産能力 
赤字：東北地方太平洋沖地震により一時停止したエチレンプラント工場   

（合計 約220万トン/年）③石油化学製品供給確保のための支援はどのように行われて
いるのか？  出典：石油化学工業協会HP 

    石油化学コンビナート各社HP 
    日刊工業新聞記事（平成23年3月13日HP掲載） 

   （合計：約220万トン/年）
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平成23年4月12日  平成23年4月14日 

東日本大震災における石油化学製品の供給への影響② 

茨城新聞 4面 朝日新聞 朝刊 30面
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東日本大震災によるガソリン等の燃料供給への影響 
＜東北・関東地方の製油所・油槽所の被災状況＞ 

北海道の製油所 東北全体では１日当たりの 
燃料油販売量：３．８万kl／日 

 

【事象】 
①地震・津波により製油所・油槽所が被災 
②タンカーが利用する港湾施設（航路、岸壁等）が被災 

八戸油槽所 青森油槽所 

各地の製油所の稼働率アップによ
る追加増産分等を東北地方へ転送 
  約２万ｋｌ／日（３／１７時点） 

青森港 

 
【影響】 
①地震・津波により東北・関東地方の太平洋側の製油所
及び油槽所が被災し、東日本全体の燃料供給能力が
激減し、被災地の復旧活動が停滞した。 

塩釜油槽所 

秋田油槽所 

酒田油槽所 

釜石油槽所 

秋田港 

酒田港

②一方、西日本や北海道の製油所から燃料の供給が行
われた際に、日本海側港湾が活用された。 

 
【視点】 
①臨海部に立地する製油所 油槽所の地震 津波からの

JX日鉱日石
エネルギー 
仙台製油所 

小名浜油槽所 

日本海側港湾への海上輸送 

酒田港

東北各県への鉄道輸送

①臨海部に立地する製油所・油槽所の地震・津波からの
防護は十分であったのか？ 

②タンカーが利用する港湾施設（航路、岸壁等）の防災
機能や施設の配置等は適切であったのか？ 

③ガソリン等の燃料供給確保のための支援はどのように

西日本の製油所 

JX日鉱日石 
エネルギー 
鹿島製油所 

東北各県への鉄道輸送③ガソリン等の燃料供給確保のための支援はどのように
行われているのか？ 

④代替輸送を担った日本海側港湾の受入体制、輸送能
力は十分であったのか？ 

主な製油所 主な油槽所

コスモ石油 
千葉製油所 【凡例】 

   製油所（被災あり） 
   製油所（被災無し） 

   油槽所（被災あり） 
    油槽所（被災無し） 
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東日本大震災による飼料の供給への影響① 

北海道から 
内航船で代替供給 

平成21年度 
配合飼料生産量

 

【原因】 
①地震・津波により飼料工場、サイロ等の保管施設が被
災

釧路 
112万トン 

苫小牧152万トン 

八戸182万トン

九州地方から 
内航船で代替供給 

264万トン 
11％ 

配合飼料生産量
2,480万トン 

災 
②飼料を輸送する船舶が利用港湾する施設（航路、岸壁、
荷役機械等）が被災 

 
【影響】 八戸182万トン

（×） 

釜石24万トン 
（×） 

石巻114万トン
（×）

中部、中国地方 
から陸路で代替供給 

東北被災港湾 
367万トン 
15％ 

【影響】 
①東北地方における飼料の供給能力（全国の15%相当）
が失われ、東北地方の畜産業に深刻な影響が及んだ。 

②一方、九州や北海道から飼料の供給が行われた際に、
日本海側港湾が活用された。  （×）

仙台46万トン
（×） 

鹿島397万トン
16％（△）

水島143万トン 
6％ 

 
【視点】 
①臨海部に立地する飼料工場の地震・津波からの防護
は十分であったのか？ 

②飼料を輸送する船舶が利用する港湾施設（航路 岸壁 16％（△）

名古屋134万トン 
豊橋、衣浦72万トン 

206万トン 
8％ 

②飼料を輸送する船舶が利用する港湾施設（航路、岸壁、
荷役機械等）の防災機能や施設の配置等は適切で
あったのか？ 

③飼料供給確保のための支援はどのように行われてい
るのか？

注１：数値は、21年度生産量、括弧内は全生産量 
   に占める割合。 
注2：×は工場等の被害が大きい港湾、△は工場 
   の生産再開が見込める港湾。 
注 鹿島港の港湾荷役施設の復旧（原料の受け

志布志264万トン 

鹿児島139万トン 

八代71万トン 

474万トン 
19％ 

るのか？ 
④代替輸送を担った日本海側港湾の受入体制、輸送能
力は十分であったのか？ 

注3：鹿島港の港湾荷役施設の復旧（原料の受け 
   入れ）には、約3ヵ月程度必要。 
注4：地図上には主要港湾における生産量のみを 
   示している。その他港湾及び内陸における 
   生産量は629万トン。 

５ 



東日本大震災による飼料の供給への影響② 

平成23年3月17日 
NHKホ ムペ ジ

平成23年3月23日 
日本経済新聞 
 朝刊23面 

NHKホームページ
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東日本大震災による紙製品の供給への影響① 

 

【事象】 北海道
＜東北・関東地方の製紙工場の被災状況＞ 

青森 

三菱製紙 
八戸工場 

①印刷・情報用紙、 
②白板紙 

約80万㌧（同社生産量の50%以
上を占める主力工場） 

【事象】 
①地震・津波により製紙工場が被災 
②原料（チップ）、燃料（石炭）及び製品を輸送する船舶
が利用する港湾施設（岸壁、航路等）が被災 

③チップや石炭の荷役機械 搬入ベルトコンベア等が被

北海道 

八戸 

久慈 能代 

× 
北上製紙 
一関工場 

①新聞用紙、 
②段ボール原紙 

－ 

日本製紙

①印刷・情報用紙 

約 ㌧（ 社生

③チップや石炭の荷役機械、搬入ベルトコンベア等が被
災 

 
【影響】 
①日本有数の生産能力を有する製紙工場が被災し、東

宮古 

釜石 
大船渡 

秋田 

酒田 

日本製紙
石巻工場 

約84万㌧（同社生
産量の約20%を占
める主力工場） 

日本製紙 
岩沼 場

①新聞用紙、 
②印刷情報用紙 

× 

①日本有数の生産能力を有する製紙工場が被災し、東
北・関東地方における教科書用、食品包装用、新聞紙
用の紙の供給能力が激減 

②茨城港（大洗港区）の被災により、北海道から首都圏
へのフェリー輸送が止まり、首都圏の紙不足が深刻化 

石巻 

相馬

新潟 
仙台塩釜 

岩沼工場 約84万㌧（同社生産量の
約15%を占める主力工場） 

丸三製紙 
本社工場 

①段ボール原紙 

－ 

× 
× 

 
【視点】 
①臨海部に立地する製紙工場の地震・津波からの防護
は十分であったのか？ 

②チップ 石炭 紙製品を輸送する船舶が利用する港湾 相馬

小名浜 
茨城（日立港区）

大王製紙 
いわき 
大王製紙 

①新聞用紙、 
②段ボール原紙    

－ 

× 
× 

×

× 

②チップ、石炭、紙製品を輸送する船舶が利用する港湾
施設（航路、岸壁、荷役機械等）の防災機能や施設の
配置等は適切であったのか？ 

③紙製品供給確保のための支援はどのように行われて
いるのか？

鹿島 

茨城（常陸那珂港区）
茨城（大洗港区） 

名
主要生産品種 

日本製紙 
勿来工場 

①加工紙、感熱紙 

約12万㌧ 

いるのか？ 

茨城港の被災によ
り、北海道から首
都圏への紙の供給

工場名 
年間生産量  （－：不明） 

北越紀州製紙 
関東工場勝田 

①白板紙、 
②印刷・情報用紙 

約12万㌧ 

出典：日本製紙連合会資料及び事業者公表資料をもとに国土交通省港湾局作成 

が停滞 

７ 
× 東日本大震災により、操業が停止した製紙工場
（一部停止を含む） 



東日本大震災による紙製品の供給への影響② 

平成23年3月29日平成23年4月4日
 日本海事新聞  産経新聞 

８ 



＜東北地方の合板工場の被災状況＞ 

東日本大震災による合板の供給への影響① 

   ホクヨープライウッド  
宮古港  

【宮古】 

輸入量 1 9万トン 移入量 0 8万トン

 

【事象】 
①地震・津波により合板工場が被災 
②原木を輸送する船舶が利用するための岸壁、航路
等が被災

○
× 

輸入量：1.9万トン、移入量：0.8万トン  等が被災 
 
【影響】 
①合板の供給能力が激減（東北地方は国内合板生産
の約5割のシェアを保有）  ○

× 

【大船渡】

【秋田】 

秋田港  
輸入量：0.05万トン、移入量：4.9万トン  

②仮設住宅等の建設資材不足の懸念 
 
【視点】 
①臨海部に立地する合板製造工場の地震・津波から
の防護は十分であ たか？

   秋田プライウッド、新秋木工業   × 

×     北日本プライウッド、 
大船渡プライウッド  

大船
渡港  

輸入量：6.6万トン、 

の防護は十分であったか？ 
②原木を輸送する船舶が入港するための港湾施設（航
路、岸壁等）の防災機能や施設の配置等は適切で
あったのか？ 

③合板供給確保のための支援はどのように行われて
移入量：0.5万トン  

 セイホク石巻、西北プライウッド、
石巻合板工業

【石巻】 

③合板供給確保のための支援はどのように行われて
いるのか？ 

【凡例】

石巻合板工業石巻港 

輸入量：12.6万トン、移入量：7.8万トン  

出典：木材新聞（2011年3月30日）、港湾統計年報を基に国土交通省港湾局作成 

【合板工場の被災状況】  

  ○ 利  用  可 
  × 使用不可 

   立地企業  
港湾名  

【凡例】 

原木輸移入量（平成２１年 港湾統計年報）  

９ 



東日本大震災における合板の供給への影響② 

日本経済新聞 
平成23年4月14日平成 年 月

毎日新聞 
平成23年4月4日 

１０ 



釧路

東日本大震災による外貿定期コンテナ航路への影響① 

【東日本大震災前】 
函館 

苫小牧 
釧路

八戸

ロサンゼルス 

シアトル 

 

【事象】 
① ナ船が入港するため 岸壁 航路等が被災

大船渡 

仙台塩釜 

秋田 

八戸①コンテナ船が入港するための岸壁、航路等が被災

②ガントリークレーン、ストラドルキャリア等の荷役機械が
被災 

③東日本大震災後、太平洋側の外貿定期コンテナ航路
の多くが休止 東北太平洋岸の港湾を抜港

小名浜 

茨城（常陸那珂） 

鹿島 
東京

新潟 

基隆

釜山 

上海 

の多くが休止、東北太平洋岸の港湾を抜港
 
【影響】 
①京浜港や日本海側港湾を利用した代替輸送が行われ、
荷主の輸送コストが増加 

注：点線は
休止中 

東京 

釜山 

基隆

名古屋  博多 清水 
函館 

苫小牧 
釧路 

ロサンゼルス

シアトル 

荷 輸送 増加
 
【視点】 
①コンテナ船が入港するための港湾施設（航路、岸壁、
荷役機械等）の防災機能や施設の配置等は適切で
あ た か

【平成２３年４月１１日現在】

大船渡 

仙台塩釜

秋田 

八戸 
ロサンゼルス 

伏木富山 

あったのか？

②コンテナ輸送機能確保のための支援はどのように行わ
れているのか？ 

【平成２３年４月１１日現在】 仙台塩釜

小名浜 

茨城（常陸那珂） 

新潟 
釜山 

船社からのヒアリングより国土交通省港湾局作成 

鹿島 
東京 

釜山 

基隆 

名古屋  博多 

上海

清水  １１ 



東日本大震災による外貿定期コンテナ航路への影響② 

平成23年3月24日 平成23年4月21日
 魁新報 朝刊5面   新潟日報 3面 
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その他の重大な影響（外航海運にかかる風評被害）① 

１．京浜港における寄港取りやめ 
  
  ３月１１日に発生した東日本大震災に伴う東京電力福島原子力発電所被災以降、北米、欧州、中国等  
 との国際コンテナ航路について、スケジュール調整等も含め、京浜港への寄港取りやめが５月１５日まで 
 の間に４２隻確認されている。 
 
  
２．海外の港における反応 
 
  日本発の輸出貨物等について、海外の到着港湾において放射線検査を実施するところがある。
  
（中国）放射線検査を実施中。３月下旬にアモイ港で放射線検査の結果貨物船に荷役許可が下りず、港に 
   足止めされた後、最終的に日本に引き返した事例あり。 
  
（米国）以前から輸入貨物に対して放射線検査が行われることがあったが、一部地域では日本からの貨物 
   に対する放射線検査が強化されているという情報あり。 
  
（ＥＵ）地震後に日本を出港した貨物船に対して、４月１０日以降放射線検査を実施中。
    ５月上旬にロッテルダム港で現地の基準値を超えた日本発コンテナが発見されたとの情報があるが、 
   除染後に通関の予定。 
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○原発事故により 我が国で生産される貨物及び我が国からの輸出コンテナが放射能汚染されているとの風評が拡がる

その他の重大な影響（外航海運にかかる風評被害）② 

○原発事故により、我が国で生産される貨物及び我が国からの輸出コンテナが放射能汚染されているとの風評が拡がる。 
○震災以降、我が国港湾を抜港したコンテナ船は３３隻に上る。また、中国で荷卸しを拒否される事例も。 
○各国大使館、船社等からは、貨物及びそれを輸送する全コンテナの放射線量を計測するよう求められている。 

日本経済新聞 
平成23年4月11日 

日本海事新聞 
平成23年3月23日 
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東京電力福島第１原子力発電所からの放射性物質流出を受け、外国から日本発のコンテナ及び船舶の安全

港湾におけるコンテナ及び船舶の放射線測定の実施 

 東京電力福島第１原子力発電所からの放射性物質流出を受け、外国から日本発のコンテナ及び船舶の安全
性に懸念が寄せられていることから、国土交通省において、港湾におけるコンテナ及び船舶の放射線測定ガイド
ラインを定めるとともに、港湾管理者等の下で体制が整い次第、速やかに放射線測定を実施する。 

１ 体 制１．体  制 
    国土交通省が測定方法等に関するガイドラインを作成。船社など
の要請に基づき、港湾管理者、船舶運航事業者等がガイドラインに
則ってコンテナの放射線を測定し、公的機関（国、港湾管理者、日本
海事協会）が放射線量の証明を行う。 

  

２．測定方法  
    コンテナターミナルのゲート、船舶の甲板等で、携帯式放射線測定
機器を用いて測定を行う。 

 

３．基準値の設定 
   放射線に関する国際機関の基準値を参考に、ガイドラインにおいて
安全性に関する基準値を定め、基準値を超えた場合には、コンテナ
の移動・除染等の措置を取る。 

携帯型の放射線測定器によりコンテナ表面及び船体の放射線量を測定 

 

船体の測定 コンテナの測定 

搬入ゲート（輸出）

コンテナターミナルゲートでの測定 （イメージ図） 

放射線計測器による測定【γ（ガンマ）線】 
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